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わが国製造業の地域構造調整に関する考察
　　　一平成2年と昭和60年の工業統計を用いて一＊
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1　はじめに
　伝統的なレオンティエフの産業連関モデルでは，すべての産業が中間
財の投入関係を通じて他の産業と相互依存関係をもつこと，それゆえ経
済には産業構造が形成されることに分析的関心がおかれてきた。そのさ
い部門間の中間財取引関係は，その時点の技術体系を表す分析の基礎的
条件となっている。技術変化によって，部門間の相互依存関係はどのよ
うに変化するか，経済全体の産業構造はどう調整されるかということ
が，これまでの産業連関分析の中心テーマであった。
　ところで経済は1国を単位として考えることが多いが，国には地理
的，空間的な広がりがあり，その内部はさらに，いくつかのサブグルー
プー地域経済一に分けられている。各地域経済内部では経済の諸活
動がとくに強く関連し合っており，その実質的な範囲は主として，人や
物の移動可能性によって決めちれるであろう。しかし一般的には，県や
市町村などの行政単位でその範囲を区切ることが多い。またいうまでも
なく，一国内部の地域どうしは強い相互依存関係で結び付いている。
　レオンティエフ体系が主眼をおく産業構造の変化は，このようなひろ
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がりにおいて生ずるのであるが，そのとき変化がどこでも一様に生ずる
とは考えにくい。おそらく一国内部の各地域では，それぞれの特徴ある
構造変化が観察され，さらに地域間の相互関係もそれに応じて変化して
いるであろう。一国全体の産業構造変化は，それらの変化の合成と考え
られる。このような時，分析の視点は大きくつぎのように分けられる。
　　1．技術変化が一国経済全体の産業構造にどのような影響を与える
　　　　か。
　　2．同時に，一国内部の各地域ではどのような構造変化をしている
　　　　か，そして地域間の相互依存関係はどうなるのか。
　これらの問題についての研究蓄積は豊富であるが，多くの場合，上の
1．と2．は異なる分野で別々に論じられており，技術変化→全体の産業構
造および地域構造の変化といった統一的な視点からの研究は少ない。し
かし現実的に技術変化は地域的なひろがりのなかで生ずるのであるか
ら，これら2っの構造変化は総合的に考察されるべきであろう。このこ
とが今後の研究のねらいである。
　本論ではそのような研究の第1歩として，最近の日本で生じた産業構
造の変化と地域的な構造変化との関係について，』ファクト・ファインデ
ィングを行う。現在のところ，産業構造と地域構造を同時に観測できる
データは非常に限られている。本論で用いたのは平成2年と昭和60年の
4桁産業分類，47都道府県別の工業統計表であり，観測可能な変数は，
事業所数（N），従業者数（L），製造品出荷額（名目）（X）の3つだけ
である。したがって，技術変化にともなってなぜ産業構造が変化し，な
ぜ地域的な構造が変化したのか，メカニズムを掘り下げて説明すること
には限界がある。しかしここでの分析は，将来より詳細な統計情報が得
られた時の研究の方向性を決めるという役割をもつだろう。
　なお地域構造というとき，その内容には地域間構造と地域内構造の2
　76
　　　　　　　　　　　　　　　　わが国製造業の地域構造調整に関する考察
つがありうる。ここでは考え方の順序をつぎのように整理しておきた
い。
　　1．その時点の技術体系を与件として経済全体の産業構造が定義さ
　　　　れる。
　　2．1．の産業構造の下で地域間の分業が生ずる（地域間構造）。
　　3．2．の分業のもとで各地域内部の産業構造が形成される（地域内
　　　　構造）。
　これら3つの状況は本来同時決定的なものであるが，統計データを事
後的に整理しようとするとき以上の考え方は有効であろう。またこのう
ち，限られたデータのもとで言及可能な範囲は2．の地域間構造について
までである。そこで本論で地域構造という時には，地域間構造の意昧に
内容が限定される。
2　これまでの研究と本論の内容
　Polenske［1］では，地域経済学の分野でのこれまでの研究の流れが
つぎのようにまとめられている。最近の地域経済学者のおもな関心事項
は，地域間の企業，財，労働，資本の移動（mobility）に関する問題，
または産業および地域構造調整（restructure）に関する問題の2つで
ある。これら2つは密接に関連しているにもかかわらず，それぞれ独立
に研究されていることが多い。
　まず地域間移動の問題のうち，企業移動についてであるが，そこでは
企業はなぜある特定の地域に集積する傾向があるのか，そしてその集積
の状況は時を追ってどのように変化していくのかが解明される。そのた
めの代表的理論仮説が，プロダクト・サイクル仮説である。仮説では，
財には初期に技術開発される段階から，商品化され大量生産されて，成
熟，撤退するまでに至るライフサイクルがあるとしてうえで，ライフサ
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イクルの進行につれて生産拠点は一ヶ所に集積したのち，次第に複数ヶ
所に分散していくと説明する。そして経済にはライフサイクル段階の異
なる複数商品が同時に存在するから，それらの複合効果としての地域構
造が複雑に形成されていくわけである。
　ところで新しい財が産み出されたり，ある財の量産化が実現されたり
する場合には，それらを可能にするようなプロダクト・イノベーション
ないしプロセス・イノベーションが生じているはずである。つまりプロ
ダクト・サイクル仮説は，背後に絶え間ない技術変化があることを前提
にしており，いいかえれば，技術変化と地域構造変化の関係を説明する
理論モデルとも考えられる。なお技術変化についてStorper　and
Walker［2］では，多くの場合それは突発的に生ずるのではなく，実際
に生産工程にたずさわっているひとたちによって，技術変化が技術変化
を産むという形で連続的に産み出されいくものであることが強調されて
いる。
　いずれにしても企業移動については，それが特定地域に集積
（agglomeration）する傾向のあることが主たる関心事項であるが，そ
のような集積地のことはcluster，量ndustrial　complexなどと呼ばれたり
する。
　日本についてみてみると，製造業は高度成長期を通じて太平洋ベルト
地帯の東京，名古屋，大阪，福岡を中心地として集積してきた。しか
し，最近では東北地方や九州南部にハイチク工場が進出した事例などが
象徴するように，製造業の分散化がおこっているとも考えられる。
　つぎに財移動についてであるが，Polenskeによれば財の地域間交易
パターンは，地域間産業連関モデルによって実証的に分析されている。
日本では5早おきに国内の9地域間産業連関表が公表されており，平成
2年表も1996年11月に公表が予定されている。たとえば秋田［15］で
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は，1975年から85年の地域間産業連関表をもちいて，中間財や資本財の
取引関係を通じてある地域の経済成長が他の地域の成長と密接な関係を
持つことを，そしてその関係は時とともにますます強くなっていること
を数値的に明らかにしている。
　以上の主体，および財の地域間移動に加えて，Polenskeはさらに労
働，資本の要素移動を分析すべきとしているが，同時にそれに関するこ
れまでの研究には多くの問題が残ると指摘する。その一つは測定の問題
である。たとえば労働移動については，全人口移動から労働力の移動だ
けを分離すること，また流入数と流出数を別々に捉えること（両者をネ
ットアウトした数ではなく）が必要であるが，統計上の制約が多い。ま
た資本については，半価で示されることの多い資本価値の評価方法な
ど，測定が難しいばかりでなく，情報網や交通網を含むインフラストラ
クチャニをどう考慮に入れるかなど，問題が多い。もうひとつの問題
は，要素移動には政策や社会的，制度的要因など非経済学的要因の与え
る影響が大きいということである。これらの問題をどうモデルに取り入
れるかを，注意深く検討しなければならなし㌔
　日本の製造業についていえば，工業統計調査によって各地域の職種別
性別従業者数および給与額，また有形固定資産の種類別刷価，用地・用
水の保有・利用状況が，毎年，包括的に統計捕捉されている。日本国内
の労働や資本の移動や分布の変化がなぜ起こったのかを分析しようとす
る時，工業統計から観測可能な地域間の賃金格差，土地や水資源の利用
可能性のデータは重要な情報である。したがってそれらが，主体や財移
動の分析に生かされていくようにデータ整理されることが望ましい。さ
らに，今後の新しい課題としては情報ネットワークの発達を要素移動と
どのように結び付けていくかという問題がある。これについては，まず
既存の統計データの枠組みの中でそれがどのように捕捉できるか，つぎ
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にもしデータの拡充が必要であればどのようにするべきかなどを順番に
考えていく必要があろう。
　Polenskeは地域経済学のもう一つの課題，産業および地域構造調整
（restructure）の問題については，より実践的，政策的な場で議論され
ることが多いと述べている。つまり個別的，ミクロ的視点で，企業がと
った地域的な立地戦略や生産物のプロダクト・ミックスの変更などを分
析することで，どのような構造調整がなされていくかを解明しようとす
るのである。たとえば，アメリカのシリコン・バレーのように小規模の
ベンチャー企業が集まり連携しあうことによって，技術進歩がどのよう
に加速されたか，あるいは大規模な多国籍企業が世界中のどの地域に子
会社；進出をしていったかなどの分析が，その代表例である。Polenske
も指摘しているように，日本ではこのrestructureの問題が企業の系列
関係における問題として捉えられることが多い。すなわち，日本ではジ
ャスト・イン・タイムの生産方式が採用され，そのために親企業の周辺
に子企業が集積したなどの議論である。
　Glasmeier　and　Sugiura［14］によると企業系列という視点からみた
場合，円高後の日本の製造業は国際的に分散化する一方，国内的には東
京にますます一極集中している。つまりR＆Dなどの企業の中心機能は
東京にあり，もし東京以外に子会社が立地するとしてもそれは東京圏内
に留まるというものである。ただし，“東京圏”といわれる地域は時と
ともにかなり拡大していることに注意が必要と思われる。その境界はか
つては関東の南部程度であったが，現在では東北北部から新潟まで広が
ってきているようである。したがって企業経営的には東京集中化が加速
されていたとしても，実際の生産現場である事業所の分布範囲が拡大し
ていることも事実であろう。
　第二次世界大戦後の高度成長期をつうじて，日本の産業構造変化に関
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する研究はおおくなされてきたが，それと同時に地域構造がどのように
変化してきたかという分析事例はあまりおおくはない。篠原［6］では，
重化学工業化が日本の地域間所得格差にどのような影響を与えたかを工
業統計を用いて分析しており，重化学工業の地域的拡大が所得格差を縮
めたことを明らかにしている。しかしそこではなお，なぜ重化学工業が
拡大したか，あるいは重化学工業化が進展した地域はどのような特徴を
持つ地域かといった関心はもたれていない。
　尾崎・石田［7］，尾崎［8］［10］，尾崎・清水［9］の一連の研究で
は，経済構造が技術的な産業間の相互依存関係を基礎として形成されて
いることを，実証的に解明している。これらの研究は地域分析を目的と
はしていないが，技術に基づく相互依存関係は地域的な構造関係を解明
する上でも，その基礎条件として重要である。たとえば地域経済学のな
かの中心的分析ツールであるcluster，　industrial　complexの概念は，こ
の技術的相互依存関係にもとづいて形成されるものと解釈できる。まず
尾崎・石田［7］では，日本の産業購造は素原材料系統に基づいていく
つかの産業ブロックに分割されること，そのブロック間には独立性があ
るもののブロック内部では個々の産業が加工段階に応じた序列性（三角
性）をもって密接に関連しあっていることを明らかにした。また，高度
成長期の重要な変化として各ブロックの素原材料が，天然素材から石油
化学素材や金属素材に転換したことを指摘している。さらに尾崎［8］
［10］，尾崎・清水［9］において，それら新素材の製造過程では規模の
経済性が著しく働くことを，個票レベルの工業統計を分析することで明
らかにした。これらのことから，cluster，　lndustrial　complexという概
念は，素原材料系統で結び付いた一つまたは複数の産業ブロックと考え
られること，そして各ブロックの素材恒産段階で規模の経済性が働くた
めにそれらが特定地域に集積する性格を持つことを理論的に説明でき
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る。
　以上のようなこれまでの研究をふまえて今後明らかにしなければなら
ない点は，以下の3つに要約されるだろう。
　　　1．産業構造の変化はどのような地域構造の変化をもたらすか。
　　2．1．の地域構造変化は，主体，財，要素のどのような移動を引き
　　　　起こしているか。
　　3．2．の移動はどのような要因によって起こったのか。
　本研究ではまず1．の問題について，日本全体の産業構造と地域構造を
これまでの研究をふまえてつぎのように整理した上でその変化を分析す
る。
　　1．産業構造について：全産業は，加工段階と素原材料系統の違い
　　　　によってブロック三角性の配列に整理できる。
　　2．地域構造について：日本全体は歴史的に4つのクラスターに分
　　　　けられる（東京ブロック，名古屋ブロック，大阪ブロック，福
　　　　岡ブロック）。各クラスター内部はいくつかの地域に分割され，
　　　　中心地からの距離に応じた配列で整理される。
　研究では以上のような視点をもって，昭和60年と平成2年の4桁産業
・分類別，47都道府県別工業統計データを集計する。そのうえで重化学工
業から機械産業へ，また家庭用電気機器や自動車産業等から半導体，電
子・通信機器産業へと産業構造が変化したという事実を確認し，さらに
地域構造にはどのような変化がみられたかを観測する。またそれらの地
域構造変化と，労働生産性，事業所規模，集積効果との関係を観察し，
変化を引き起こす要因について考察する。そのさい，工業統計表で分析
対象とする主体は，企業ではなく事業所である。
　しかし，現段階では観測可能なデータが限られているので，より詳しヒ
い要因分析は今後の研究に残された課題となる。
　82
わが国製造業の地域構造調整に関する考察
3 昭和60年から平成2年にかけての製造業の状況
　　この節ではまず，4桁産業分類，47都道府県別の工業統計データの集
計方法について説明した上で，その結果から観測される平成2年の日本
の製造業の状況と昭和60年からの変化の特徴について概観する。
　3．1産業分類と地域分類について
　　まず産業分類についてであるが，この研究では工業統計の4桁分類
を，文献［7］の素原材料系統に基づく三角性の概念にもとづいて並び
換えと集計を行った。集計をした産業分類は表1のと．おりである。文献
［7］では，昭和40年の産業連関表基本部門分類ベースで財の販路を追跡
表1　ブロック三角化された産業分類
???????????????????? ? ?? ?? ?? ?? ?部門名建設下樋材
民生用機器
産業用機械（輸送用機械）
産業用機械（自動車）
産業用機械（一般産業機械）
産業用機械（一般産業装置）
産業朋機械（一般機械部品）
産業用機械（家庭用電気機械）
産業用機械（電子。通信・計測機器）
産業用機械（電気器具》
その他の機械
その他の最終工業生産物
鉄鋼系統
非鉄系統
食料系統
土石製品および石綿製品
織物系統
紡績糸系統
製革・毛皮
原木系統
インキ・染料および塗料系統
化学（1）系統
化学（ID系統
化学（IID系統
動植物性原油
窯業原料系統
砂糖原料系統
燃料系統
医薬品
補助材料（容器・包装材料等｝
補助材料（部品等｝
補助材料（材料・添加剤等）
補助材料（工具・道具）
補助材料（雑品）
補助材料（出版・印刷）
（備考）
ミシン
船舶，鉄道車両，航空．機など
運搬設備，工業窯炉など
ボイラ，タービン，内・燃機関，機械工具など
自動車取り付け用の音響機器等を含む
半導体素子，集積回路を含む
電池，変圧器，制御盤など
測定器，光学機器など
日用雑．貨，身の回り品，おもちゃなど
紙・パルプなど
石油・石炭化学
ソーダ工業
発酵工業など
紙・木・布製品など
ゴム・プラスティック・ガラス・金属製品など
化学製品など
ほうき・模型・看板など
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　　図1　ブロック三角化された産業構造
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注）昭和40年、450×350部門表の再配列化による。
堰D㌔典　：：文献［7］
表2　地域分類
ブロック 地域 都道府県
東京ブロック 東京
ﾖ東南部
ﾖ東北部
月R
喧k南部
V潟
喧k北部
k海道
東京
驪ﾊ，千葉，神奈川
?城，栃木．群馬
R梨，長野
{城，福島
V潟
ﾂ森，岩手，秋田，山形
k海道
名古屋ブロック 愛知
､知周辺
x山
愛知
?戟C静岡，三重
x山
大阪ブロック 大阪
ﾟ畿臨海
ﾟ畿内陸
k陸西部
R陽東部
l国北部
l国南部
R陰
大阪
ｺ庫，和歌山
?賀，京都，奈良
ﾎ川，福井
ｪ山，広島
＄?，愛媛
ｿ島，高知
ｹ取，島根
福岡ブロック 福岡
繽B北部
R口
繽B南部
ｫ縄
福岡
ｲ賀，長崎，熊本
R口
蝠ｪ，宮崎，鹿児島
ｫ縄
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し，たとえば石油系原材料→化学繊維原料→紡績糸→織物というよう
に，複数の財を素原材料から製品にいたる一連の生産プロセス上に配列
した。そのような一連の財は，産業連関表の一部分にたとえば織物系統
という一つのブロックとしてまとめられる。産業ブロックは複数存在
し，ブロック内部には生産プロセスにしたがって垂直的な依存関係（三
角性）が存在する一方，ブロック同士は比較的独立している。最終的に
経済全体は，相互に独立した幾つかの産業ブロックとエネルギー，包装
材料，添加剤，工具のようにどこでも使われるようなジェネラル・イン
プット的性格を持つ産業群に分けられ，全体の構造は図1のように整理
される。文献［7］では高度成長期に，各ブロックの素原材料が天然系
の材料から，石油化学系のものやアルミ系金属に置き換えられたこと
が，もっとも大きな構造変化を引き起こしたと述べている。
　本研究では文献［7］の部門配列にしたがって工業統計4桁産業分類
を並び換え，ブロックごとに産業群をまとめたが，その結果が表1の分
類である。ここで集計の基礎に用いた研究が昭和40年と古いことが，ひ
とつの問題点としてあげられる。その後，半導体やセラミックなどの新
素材が出現し，マイクロエレクトロニクス化が進行したことが，このよ
うな産業部門配列の方法を時代遅れとするというような批判もありう
る。しかしここでは，この問題を以下のように考えておきたい。すなわ
ち，高度成長期の技術変化は石油化学系の素原材料を用いた新製品が開
発されたことに特徴づけられる一方，それ以後の変化はマイクロエレク
トロニクス利用の産業ロボットのような，新しい生産方法の開発に特徴
があったと考えるのである（半導体やICは，その製品価値は非常に大
きいが実際にその生産に必要とされる素材の物理量はごくわずかであ
る）。つまり前者がプロダクト・イノベーションであった一方，後者は
プロセス・イノベーショ’ンであると言い換えられる。プロダクト・イノ
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べ一ションは産業間の相互依存関係を著しく変更させ，産業間の配列状
態を変えていくかもしれない。それに対して，プロセス・イノベーショ
ンの効果は各産業の労働生産性やエネルギー効率を高めるといった現象
あらわれ，産業間配列自体を変えてしまうという要素は少ないと思われ
る。それゆえ，ここで部門配列を決めるにあたってやや古い情報によら
ざるを得なかったとしても，そこから得られる結論にはそれほど影響が
ないとみるのである。
　つぎに地域分類についてであるが，ここでは47都道府県を文献〔12］
［13］等の研究に基づいて，同一clusterとみなされる4つのプロッタ
ー東京ブロック，名古屋ブロック，大阪ブロック，福岡プロッター
に分割した。さらに各ブロック内部について，それぞれ中心となる都府
県一東京都，愛知県，大阪府，福岡県一からの空間的，経済的距離
が同等とみなされる都道府県を1つの地域としてまとめ，それらを各中
心地域からの距離順に配列した。最終的に全国は24の地域にまとめら
れ，それらの配列は表2のとおりである。
　この研究では，表1の産業分類と表2の地域分類の枠組みの中で分析
を行っていく。そこで得られた観測事実は，今後のより詳細な分類ベー
スの分析の基礎となる。
　3．2平成2年の製造業のマクロ的概況と昭和60年からの移動状況
　この節では，前節で説明した産業分類と地域分類に集計した昭和60
年，平成2年の工業統計データについて，平成2年の状況，および昭和
60年から平成2年にかけての変化の特徴について概観する。前にも述べ
たとおり，この研究で観測可能なデータは事業所数（N），従業者数
（L），名目の製造品出荷額（X）の3つである。
　まず表3－1は，表1の産業分類別に全国の数値を集計した結果であ
る。表によると平成2年の製造業は，事業所総数43．6万，従業者総数
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　　部門名
20建設用資材
30民生用機器
41産業用機械（輸送用機械）
42産業用機械（自動車）
43産業用機械（一般産業機械》
44産業用機械（一般産業装置）
45産業用機械（一般機械部品）
46産業剛機械（家庭用電気機械）
47産業用機械（電子・通信・計測機器）
48産業用機械（電気器具）
50その他の機械
60その他の最終工業生産物
70鉄鋼系統
80非鉄系統
90食料系統
100土石製品および石綿製品
110織物系統
正20紡績糸系統
130製革・毛皮
140原木系統
150インキ・染料および塗科系統
160化学（1）系統
170化学（ID系統
180化学（III）系統
240動植物性原油
260窯業原料系統
310砂糖原料系統
330　燃末斗系統
340医薬品
351補助材料（容器・包装材料等）
352補助材料（部品等）
353補助材料（材料。添加剤等）
354補助材料（工具・道具）
355補助材料（雑品）
356補助材料（出版・印刷）
　　合計
表3－1　工業統計表の三角化産業分類別集計結果
　　　　　平成2年
事業所数　従業者数
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?????????????? ?? ?? ?? ??　　東京
関東南部
関東北部
　　東山
東北南部
　　新潟
東北北部
　北海道
　　　　　平成2年
事業所数　従業者数
　　　　　　（千人）
42804　　　　784．9
52807　　　　1600．9
28905　　　　841．1
14210　　　　377．3
13083　　　　　407．9
10999　　　　274．2
15640　　　　476．4
9940　　　　240．4
表3－2　工業統計表の地域別集計結果
出荷額
（億円）
228463
572296
270398
　89364
　85489
　48368
　72660
　59325
昭和6G年からの増分
事業所数
一7093
2191
　920
　－66
　731
　340
1500
　313
従業者数　　出荷額
（千人｝　　（億円｝
　一87．1　　　　38684
　　31．3　　　　82901
　　43．1　　　　61707
　　9．9　　　　19863
　　26．4　　　　20309
　　14．2　　　　10097
　　63．6　　　　17821
　　21．4　　　　　6718
　　　　　平成2年
事業所数　従業者数　　出荷額
構成比　　構成比　　構成比
　9．82％　　　　7．02％　　　　7．06％
12．11％　　　14．33％　　　17．70％
　6．63％　　　　7．53％　　　　8．36％
　3．26％　　　　3．38％　　　　2．76％
　3．OO％　　　　3．65％　　　　2．64％
　2．52％　　　　2．45％　　　　1．50％
　3．59％　　　　4．26％　　　　2．25％
　2．28％　　　　2．15％　　　　1．83％
昭和60年からの増分
事業所数
構成比
一1．56％
　0．57％
　0．25％
　0．00％
　0．18％
　0．09％
　0．36％
　0．08％
従業者数
構成比
一〇．98％
一〇．09％
　0．20％
　0．00％
　0．15％
　0．07％
　0．47％
　0．14％
出荷額
構成比
一〇．09％
一〇．75％
0．50％
0．14％
O．19％
0．05％
0．18％
一〇．15％
　　愛知
愛知周辺
　　富山
35458　　　　956．7　　　366195
40295　　　1012．2　　　293886
4859　　　　152．7　　　　37488
79
6 7
151
52．2　　　　86238　　　8．13％　　　　8．56隻≦　　　11．32％
56．6　　　　68311　　　9．24％　　　　9．06％　　　　9．09％
7．6　　　7878　　1．11％　　1．37％　　1．16％
0 06 　　　　0．26％
0．21％　　　　0．28％
0．04％　　　　0．03％
0．77％
0．59％
0．04％
　　大阪
近畿臨海
近畿内陸
北陸西部
山陽東部
四国北部
四国南部
　　山陰
44585
22723
19586
11419
16593
9284
5203
4634
862．8　　　245527
575幽6　　　　179256
476．8　　　　147798
225．7　　　　44374
482．2　　　157996
221幽2　　　　57329
111．5　　　20337
125．6　　　　19791
一1229
－239
－995
－268
－193
　－31
　－43
　227
一35．3
－4．3
18．3
11．1
－7．8
　2．7
　2．4
　7．9
25105　　　10．23％
23544　　　5．21％
34297　　　4．49％
11676　　　2．62％
22363　　　3．81％
5157　　　2．13％
3385　　　　1．19％
4364　　　1．06％
7．72％　　　　7．59％
5．15％　　　　5．54％
4．27％　　　　4．57％
2．02％　　　　1．37％
4．32％　　　　4．89％
1．g8％　　　　1．77％
1。00％　　　　0．63％
1．129≦　　　0．61％
一〇．22％
一〇．02％
一〇．20％
一〇．05％
一〇．02％
0．Ol％
0．0｛｝％
0，06％
一〇．52％
一〇．17％
0．06％
0．05％
一〇．18％
一〇．03％
0．00％
0．04％
一〇．72％
一〇．33％
0．29％
0．14％
一〇．23％
一〇．19％
一〇．01％
0．03％
　　　　　福岡
　　　九州北部
　　　　　山口
　　　九州南部
　　　　　沖縄
東京ブロック
名古屋ブロック
　大阪ブロック
　福岡ブロック
　　　　　全国
　9915
　9334
　3566
　8702
　1453
188388
80612
134027
3297Q
435997
　291．4
　269．1
　130．6
　250．4
　25．2
5003．0
2121．7
3081．4
　966．7
11172．8
　77107
　50194
　49625
　55069
　5393
1426362
697569
872408
237387
3233726
　254
　125
　85
　10
　23
－1164
　917
－2771
　497
－2521
??」?? ?? ?
1
??? ???
4
9282
11992
　8111
　1723
　8606
　－329
258100
162428
129890
30103
580521
　2．27％
　2．14％
　0．82％
　2．00％
　0．33％
43．21％
18．49％
30．74％
　7．56％
100．00％
　2．61％
　2．41％
　1．17％
　2．24％
　0．23％
弓4．78％
18，99％
27，58％
　8，65％
10〔〕．00％
2．38％
　1．55％
　1．53％
．1．70％
　0．17％
44．11％
21．57％
26．98％
　7．34％
100．00％
0．07％
0．04％
0．02％
0．01％
0．Ol％
一〇．02％
0．32％
一〇．46％
0．16％
0．00％
O．03％
0．07％
一〇．01％
0．12％
0．Ol％
一〇．04％
0．58％
一〇、76％
0．22％
O．00％
一〇．07％
一〇．03％
一〇．27％
一〇．05％
一【）．05％
0．08％
1．40％
一1，01％
一〇．47％
0．00％
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1117．3万人，製造品出荷総額323．4兆円である。これらの数字は昭和60
年に対して，事業所数が2521の減少，従業者数28．3万人増加，出荷額が
名目で58兆円の増加である。平成2年について出荷額構成比が最も大き
いのは自動車の13．1％，ついで補助材料（部品等）の10．3％，電子・通
信・計測機械の10％が大きい。このうち，自動車は出荷額構成比に比べ
て，従業員構成比も事業所構成比もかなり小さいが，電子通信機械は事
業所構成比が低い一方従業者構成比は出荷額構成比より大きい。すなわ
ち，自動車も電子・通信機械も他産業に比べて事業所規模が大きいこと
は共通しているが，後者は前者に比べてより労働集約的な操業をしてい
るようである。補助材料（部品）は従業者構成比，事業所構成比が出荷
額構成比を大きく上回っており，小規模の事業所で労働集約的な生産が
行われていると推測できる。昭和60年からの出荷額構成比の伸びが最も
大きかったのは，電子・通信・計測機械で2．2％ポイントの増，逆に燃
料系統は一2．2％ポイントでマイナスの変化がもっとも大きい。また機
械関係の産業のなかでは，自動車と家庭用電気機械だけがこの5年間に
出荷額構成比を低下させている。
　従業者や事業所構成比の変動幅は出荷額構成比の変動に比べると小さ
いが，電子・通信・計測機械の従業者数の1．2％増，補助材料（部品等）
の事業所数の1．0％増などが，なかでは大きい変化である。
　また表3－2は全国を表2の地域別に集計した結果である。まずブロ
ック別にみた場合，全出荷額の45％が東京ブロックに集中していて，2
位の大阪ブロックを約1．6倍上回っている。また各ブロック内部では，
それぞれ中心となる地域に比重が大きく偏っていて，地域格差が大きい
ことがわかる。ただし時系列でみると，各ブロック内部で中心地域から
周辺地域へと生産比重が移動している様子を見て取れる。たとえば東京
ブロックでいうと，中心の東京＋関東南部地域の出荷額や従業者数の比
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重が下がる一方，関東北部，東北地方の比重が上昇している。つまり各
ブロック内部では，製造業の外延部への比重移動を観測できる。ブロッ
ク間の比重移動については，大阪，福岡ブロックから東京，名古屋ブロ
ック，とりわけ名古屋ブロックに比重が移動している。この事実に対す
る解釈にはなお詳細な研究が必要であるが，ブロック内部で製造業は外
延部へ拡大しているが，東京ブロックの場合その拡大が他ブロックをも
取り込むような形で生じている可能性があるとみられる。
　表4では，全国および4つの地域ブロックにおける産業別出荷額構成
比を示した。それによると地域ごとに山の高さの違いはあるものの，自
動車，電子・通信・計測機械，食料系統，補助材料（部品等）に産業構
成のピークがあることは共通している。とくに名古屋ブロックの自動
車，東京ブロックの電子・通信・計測機械と食料系統，大阪ブロックの
補助材料（部品等）のピークが大きい。また大阪，福岡ブロックにおい
て，鉄鋼系統，化学（1）という大規模装置産業の比重が高い。
　表5は各産業の地域間構成比が，昭和60年から平成2年目かけてどの
ように変化したかをやや詳細に示している。まず4ブロック問の変化に
ついてみると，5年間にブロック間比重移動が比較的大きく起こった産
業とそうでない産業とがある。比重移動が大きいのは産業用機械の中で
も自動車，一般産業機械，家庭用電気機械，あるいは繊維産業というよ
うな，プロダクト・サイクル仮説によれば量産段階，あるいは成熟段階
にある分野である。そのほか，鉄・非鉄系統，化学のように，大規模装
置産業でも比重の移動がドラスティックであり，これらの産業で，5年
の間に生産拠点の集大成が全国規模で生じたと解釈できる。一方，プロ
ダクト・サイクル仮説に従えば技術開発段階に近いとみなされる電子・
通信・計測機械では，生産の比重移動はそれほど大幅ではない。また，
ジェネラル・インプットの性格を持つ補助材料についても移動は大幅で
　90
?　0部門名
　20建設用資材
30民生用機器
　41産業用機械（輸送用機械）
　42魔酔用機械（自動車）
　43産業用機械（一般産業機械）．
　44産業用機械（一般産業装置）
　45産業用機械（一般機械部品）
　46産業用機械（家庭用電気機械）
　47産業用機械（電子・通信・計測機器）
　48産業用機械（電気器具）
　50その他の機械
　60その他の最終工業生産物
　70鉄鋼系統
　80非鉄系統
　90食料系統
100土石製品および石綿製品
110織物系統
120紡績糸系統
130製革・毛皮
140原木系統
150インキ・染料および塗料系統
160化学（D系統
170化学（II）系統
180化学（口D系統
240動植物性原油
260窯業原料系統
310砂糖原料系統
330燃料系統
340医薬品
351補助材料（容器・包装材料等）
352補助材料（部品等）
353補助材料（材料・添加剤等）
354補助材料（工具・道具）
355補助材料（雑品）
356補助材料（出版・印刷）
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?　　部門名
20建設用資材
30民生用機器
41　産業用機械　（輸送耳ヨ機械）
42産業用機械（自重加粉
43産業用機械（一般産業機械）
44産業用機械（一般産業装置）
45産業用機械（一般機械部品）
46産業用機械（家庭川電気機械）
47産業用機械（電子・通信・計測機器＞
48　産業用機械　（電気器具）
50その他の機械
60その他の最終工業生産物
7⑪鉄鋼系統
80非鉄系統
90食料系統
100．土石製品および石綿製品
110織物系統
120紡績糸系統
130製革・毛皮
140原木系統
150インキ・染料および塗料系統
16〔〕化学（D系統
170化学（ID系統
180化学（IID系統
240動植物性原油
260窯業原料系統
310砂糖原料系統
330燃料系統
340　［装薬占凸
351補助材料（容器・包装材料等｝
352　補且力†オお尼　（部品等）
353補助材料（材料・添加剤等）
354補助材料（工具・道具）
355補助材料（雑品）
356補助材料（出版・印刷）
　　合計
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　　部門名
20建設用資材
30民生用機蕃
41産業用機械（輸送用機械）
42産業用機械（自動車）
43産業用機械（一般産業機械）
44産業用機械（一般産業装置）
45産業用機械（一般機械部品）
46産業用機械（家庭用電気機械）
47産業用機械（電子・通信・計測機器）
48産業用機械（電気器具）
50その他の機械
60その他の最終工業生産物
70鉄鋼系統
80非鉄系統
90食科系統
100土石製品および石綿製品
110織物系統
120紡綾糸系統
130製革・毛皮
140原木系統
150インキ・染料および塗料系統
160化学（1）系統
170化学（ID系統
180化学（IID系統
240動植物性原油
260窯業原料系統
310砂糖原料系統
330燃料系統
340医薬品
351補助材料（容器・包装材料等）
352補助材料（部品等）
353補助材料（材料・添加開口）
354補助材料（工具・道具）
355補助材料（雑品）
356補助材料（出版・印刷）
　　合計
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ない。
　さらに各ブロック内部の地域間比重移動を産業ごとに見て・みる。する
と同じ産業用機械でも，家庭用電気機械と電子・通信・計測機器では比
重の移動パターンがやや異なる。たとえば東京ブロックについてみる
と，前者は東京・関東地域からさらにその外側の東山，東北南部地域に
まで比重が移動しているが，後者は東京・関東南部地域から関東北部へ
の移動にとどまっている。この事は他のブロックについてもあてはま
り，製品がどのプロダクト・サイクルの局面にあるかに依存して，産業
の地域的比重移動の幅が異なるといえそうである。また，同じ補助材料
でも，材料・添加剤等と工具・道具では比重の移動形態が異なる。すな
わち前者は中心地域から周辺地域への移動傾向を持つのに対し，後者は
逆に周辺地域から中心地域へ移動する傾向を持っている。ブロック間に
またがって大きな比重移動を見せた，鉄鋼や化学等の装置産業について
は，ブロック内部の比重移動パターンに特筆すべき特徴が見当たらず，
各ブロックごとに何れかの地域へ比較的大きな規模で比重が移動してい
る。
　以上をまとめると製造業の地域間比重移動は，一部の大規模装置産業
を除けば，4ブロック間にまたがるような変化はそれほど大きくない。
つまり，各ブロック内部の産業構造にドラスティックな変化はみられな
い。しかし各ブロックの内部では産業ごとに特徴的な生産の比重移動が
みられる。そしておおむね，中心地域から周辺地域へと製造業の比重移
動がおきている。これらの動きがなぜみられたかについては，プロダク
ト・サイクルの局面，資本集約型産業か労働集約型産業か，ジェネラ
ル・インプットかどうかなどの諸条件が影響を与えているように思われ
るが，ここでの観測だけではメカニズムの解明にはいたらない。そこ
で，次章ではどのような要因でこのような移動が生じたかをやや掘り下
　94
わが国製造業の地域構造調整に関する考察
げて考察してみたい。
4　生産の比重移動とその要因
　前章では産業や地域にみられた生産の比重移動の状況について観察し
たが，では比重が移動する時それはどのような特性を持つ産業が，どの
ような特性を持つ地域へと移動したのかを考察することがここでの課題
である。ただし特性をとらえるといっても，現段階ではデータに限りが
ある。そこで本研究では地域の特性を示す変数としては，各地域の1．労
働生産性の変化率，2．1事業所あたり従業者数（事業所規模）の変化率，
3．現時点の出荷額構成比の3つを，また産業の特性を示す変数としては
尾崎型生産関数のパラメタを取り上げる。すなわち，まず地域特性に関
してある産業の生産比重がA地域からB地域へ移動したとすると，そ
れは両地域におきた労働生産性や事業所規模のどのような変化と対応し
ているか，また移動パターンは各地域の現在の出荷額構成比と関連を持
つかどうかを検討し，つぎに産業特性に関して比重移動のパターンと各
産業の生産関数のパラメタにはどのような関連があるかを確認するので
ある。
　地域特性を示す変数のうち，なぜ現時点の出荷額構成比を変数として
とりあげたかについて若干の説明が必要である。たとえば鉄鋼や石油化
学などの大規模装置産業の場合，生産比重の移動は現時点の資本設備の
分布に強く制約されるだろう。それらの産業では全く新規の設備建設に
は莫大な費用がかかるから，多くの調整を現行設備の稼動率をコントロ
ールすることで行うと考えられるからである。したがって，生産の比重
移動は現行の資本ストックの分布との関連で検討しておく必要がある
が，現段階ではそのようなデータが利用可能ではない。そこで，資本ス
トック分布の代理変数としてこの研究では上記の現時点での出荷額構成
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比を取り上げた。なお資本ストックという場合，生産の比重移動パター
ンを制約するのは工場や機械設備といった狭義の資本ストックばかりで
なく，土地，道路，水道などインフラストラクチュアをも含めた広義の
資本ストックであると思われる。したがって，今後資本ストックデータ
の整備を進めていくにあたっては，それらについても情報収集をおこな
っていきたいと考えている。しかしこの研究では，現在の出荷額構成比
という変数に，これらすべてのストックの状況を代表させて考えてい
る。
　また産業の特性を示す生産関数のパラメタについてであるが，それは
文献［8］［9］［10］で定式化された尾崎型生産関数に基づくものである。
今，第k産業の1事業所あたりの労働投入を1痩，生産額を塩とする。
すると1んとん々の間には次式のような投入一産出関係が存在すること，そ
して労働投入の弾力性を示すパラメタβ々によってこの産業の特性がよ
く定義されることがわかっている。
　　1々＝α々κ々β々
　文献［8］［9］［10］では，高度成長期における工業統計の個票データ
を用いて上式の計測を行っており，鉄鋼，化学，機械など資本集約的な
装置産業でこの生産関数のあてはまりが高く，β々が有意に1よりも小と
なって，労働投入に関する規模の経済性が顕著であるとしている。
　まずはじめに，産業の生産比重移動は各地域における特性の変化とど
のようにかかわるかを見てみる。表6では産業別に，各地域の平成2年
と昭和60年の製造品出荷額（名目）構成比の差分が，それぞれつぎの3
つの変数とどのような相関を持つかを示している。
　　1．労働生産性の変化率の全国平均を1としたときの各地域の大き
　　　　さ
　　2．事業所規模（1事業所当たp従業者数）の変化率の全国平均を
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表6　製造品出荷額に関する地域間構成比の変化分との相関係数
　　部門名
20建設用資材
30民生用機器
41産業用機械（輸送用機械）
42産業用機械（自動車）
43産業用機械（一般産業機械）
44産業用機械（一般産業装置）
45産業用機械（一般機械部品）
46産業用機械（家庭用電気機械）
47産業用機械（電子・通信・計測機器）
48産業用機械（電気器具）
50その他の機械
60その他の最終工業生産物
70鉄鋼系統
80非鉄系統
90食料系統
100土石製品および石綿製品
110織物系統
120紡績糸系統
130製革・毛皮
140原木系統
15Dインキ・染料および塗料系統
160化学（D系統
170化学（ID系統
180化学（IID系統
240動植物性原油
260窯業原料系統
310砂糖原料系統
330燃料系統
340医薬品
351補助材料（容器・包装材料等）
352補助材料（部品等）
353補助材料（材料・添加剤等）
354補助材料（工具・道具）
355補助材料（雑品）
356補助材料（出版・印刷）
　　合計
労働生産性の
基準値変化率
　0．6137
　0．3611
　0．4464
　0．2018
　0．6093
　0．3416
　0．4971
　0．3053
　0．1949
　0．2301
　0．4153
　0．5169
　0．0992
　0．7426
　0．4837
　0．7501
　0．1752
　0．1316
　0．2514
　0．2614
　0．3506
　0．3276
　0。6842
　0．2599
　0．1753
　0．4260
　0．0660
　0．1772
　0．4864
　0．5377
　0．2749
　0．6799
　0．3019
　0．3594
　0．0841
　0．3809
事業所当り従業者
　の基準値変化率
　　0．3674
　　0．2879
　　0．4716
　　0．0972
　　0．4999
　　0．3291
　　0．2326
　　0．2019
　　0，2320
　　0．3525
　　0．3412
　　0．3039
　　0．4777
　　0．0529
　　0．0541
　　0．6730
　　－0．0837
　　0．0707
　　0．1903
　　0．3885
　　0．2047
　　0。2356
　　0．2331
　　0．5177
　　0，2353
　　0．4075
　　0，1151
　　0，1999
　　0．1465
　　0．3981
　　0、4406
　　0．3608
　　0．3662
　　0．4246
　　0．0932
　　0．5570
平成2年製造品
　出荷額構成比
　　0，3220
　　0．4579
　　0．2814
　－0．0821
　　0．2706
　－0．1893
　－0．0770
　－0．1636
　－0．2818
　－0，0875
　－0．2414
　－0．2494
　－0．1566
　　0．2749
　－0．4048
　　0．4395
　－0．2837
　－0．1543
　－0．4310
　　0．3233
　－0．1198
　　0．3092
　　0．6022
　－0．1051
　　0．3653
　　0．3952
　－0．0993
　－0．0508
　－0．2076
　－0．1736
　－0．1986
　－0．0204
　　0．3491
　　0．0284
　－0．3395
　－0．0698
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　　　　1としたときの各地域の大きさ
　　3．平成2年の地域間出荷額構成比
　すなわち，第k産業第i地域の事業理数を1v献，従業者数をL爵、，製
造品出荷額を＆とすれば，第k産業について各i地域の平成2年と昭
和60年の出荷額構成比の差分D届ま
砺一廉錐一幅
である。また，第k産業について各i地域の特性を示す3つの変数
Z㌫，Z急，　Z急はそれぞれつぎのとおりである。
z急一（，欝輪
z嘉一轟
　その上で第k産業について，各i地域のD凝とz心またはZ3はたは
Zβこの値を標本値として，3種類の相関係数γ屋，浸，7舵つぎのように
計算した。
霧一s浩継鴛孕が（ノ＝1，2，3，ゴ＝地域）
　表6の相関係数の計測結果をみると，生産の比重移動は労働生産性の
変化，事業所規模の変化と正の相関を持ち，現在の出荷額構成比とは負
の相関を持つ産業が多い。すなわち生産の比重は，労働生産性と事業所
規模を大きく上昇させた地域へ移動している。とくに，非鉄，窯業関
係，化学（ID，補助材料の容器・包装材料と材料・添加赫赫が労働生
産性の上昇と，土石製品，鉄鋼，化学GII）が事業所規模の拡大と比較
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的高い相関を示しているが，これらの産業はおおむね大規模な装置産業
である。機械関係の産業では，輸送用機械，一般産業機械・部品産業に
おいてこれらの相関が比較的高いが，電気機械関係の相関は低い。ま
た，比重移動と現在の出荷額構成比との相関係数には負の値が多く，移
動は現在の生産が大きくない地域へおきている，すなわち全体として製
造業は地域的分散化の傾向をもっているといえそうである。とくに機械
関係は輸送用機械と一般産業機械を除いて，すべて負の相関であり，分
散の傾向を示しているようである。現行設備の制約が大きいと考えられ
る装置産業については，生産の現集中地点への集約化も予想されるが，
結果をみると土石製品や化学（II）ではこの相関係数が正の比較的高い
値（集約化）である一方，鉄鋼では負の相関（分散化）となっている。
　しかし表6の相関係数はいずれもそれほど高い値ではなく，比重移動
と労働生産性との相関が比較的高い産業もあるという程度である。相関
係数が高くないことの要因としてはまずはじめに，本研究の分類が比較
的おおまかであり，たとえば“鉄鋼系統”には大規模な高炉製鉄所から
町の鉄工場までまとめられているために，いろいろな結果がネットアウ
トされてしまっているということが考えられる。またいま一つ考えられ
ることとして，生産の比重移動はここで取り上げたような単純な要因だ
けで決まるのではないことが有り得る。たとえば，各地域における投資
比率とか，用地・用水の利用可能性の拡大，労務費用の低下などのほう
が，比重移動のインセンティブとして大きいのかもしれない。いずれに
しても今後，より分類をブレークダウンさせ，さらに比重移動を決める
その他の要因を分析の組上にのせて検討を重ねる必要があろう。
　表6の結果を，いくつかの産業についてもう少し詳しく見てみたい。
図2～4では，生産の比重移動が特徴的であったと思われ，るつぎの8つ
の産業について，地域間にみられる上の3種類の相関関係を具体的に示
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タテ；製造品出荷額の地域間構成比の差分（％ポイント）
ヨコ：労働生産性（X／L）の基準値変化率（全国＝1｝
図2－1産業用機械（家庭用電気機械）
　　　　　　　　　　　一〇．9　　　　　　 1　　　　　 1．1
・1．0％
一〇．5％
0．O％
0．5％
1．0％
1．2
四国北部 関東北部 大阪
大阪B
近畿内陸 関東南部 東京B
四国南部 福岡B 新潟 東京
山陰 愛知
福岡
九州北部
北海道 東北北部 山陽東部 山口
富山 九州南部
沖縄
東山 北陸西部
東北南部 近畿臨海
愛知周辺
名占屋B
図2－2　産業用機械（電子・通信・計測機器）
一1．0％
一〇．5％
0．0％
0．5％
1．O％
一〇．9　　　　　　1 1．1 1。2
大阪 関東南部 東京
東山 東京B
北海道
ﾟ畿臨海
k陸西部
汢ｪ
大阪B 東北南部
九州北部
汢ｪB
東北北部
､知周辺
R口
繽B南部
富山 山陰 山陽東：部
l国北部
l国南部
近畿内陸
ｼ古屋B
新潟
､知
関東北部
100
わが国製造業の地域構造調整に関する考察
タテ：製造品出荷額の地域間構成比の差分（％ポイント）
ヨコ：労働生産性（X／L）の基準値変化率（全国；1）
図2－3　鉄鋼系統
　　　　　　　　　　　一〇．9　　　　　　 1　　　　　1．1
一1．0％
一〇．5％
0．0％
0．5％
1．0％
1．2
福岡 近畿臨海
福岡B
大阪B
九州南部 四国南部 東京
山口 関東南部
北海道
沖縄 新潟 r東山 富山 近畿内陸
九州北部 東北南部 北陸西部
東北北部
愛知周辺
大阪
四国北部
山陰
関東北部 山陽東部
愛知
東京B
名古屋B
図2－4　非鉄系統
一1．0％
一〇．5％
0．0％
0。5％
1．0％
一〇．9 1 1．1 1．2
東北北部 東京B
大阪
東京 福岡
福岡B
北海道 関東南部 新潟
富山 近畿内陸
山陽東部
九州南部
山口 愛知 東山 九州北部 北陸西部
四国南部 山陰
東北南部 近畿臨海
名古屋B
関東北部 大阪B 四国北部
愛知周辺
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タテ：製造品出荷額の地域間構成比の差分（％ポイント）
ヨコ：労働生産性（X／L）の基準値変化率（全国＝1》
図2－5　化学（1）系統
　　　　　　　　　　　一〇．9
一1．0％
・・n．5％
0．0％
0．5％
1．0％
1 1．1 1．2
近畿臨海
山陽東部
大阪B
福岡
東北北部 東山 東京 山陰
北海道 四国南部 新潟 九州北部
近畿内陸
四国北部
東北南部 関東北部 九州南部 北睦西部
愛知周辺 愛知
沖縄 富山
福岡B
大阪 関東南部 山口
名古屋B
東京B
図2－6　化学（ID系統
　　　　　　　　　　　一〇．9
一1．0％
一〇．5％
0．0％
0．5％
1．0％
1 1．1 1．2
関東北部
V潟
､知周辺
ｼ古屋B
東京B
富山 東北南部
R陽東部
愛知 北海道
四国北部
ｫ縄
蜊繧a
近畿臨海
関東南部 山ロ 東北北部
汢ｪB
福岡
102
わが国製造業の地域構造調整に関する考察
タテ：製造品出荷額の地域間構成比の差分（％ポイント）
ヨコ：労働生産性（X／L）の基準値変化率（全国＝1）
図2－7　補助材料（材料・添加剤等）（化学製品）
　　　　　　　　　　　一〇．9　　　　　　 1　　　　　1．1
一1．0％
一〇．5％
0．0％
0．5％
1．0％
1．2
山口 関東南部
大阪
福岡B
愛知 近畿内陸
北海道 山陽東部 東京
四国南部 九州北部 東北北部
九州南部
山陰 東北南部 東山
名古屋B 北陸西部 富山
四国北部
福岡
沖縄
愛知周辺 新潟
東京B
大阪B 関東北部
近畿臨海
図2－8　補助材料（工具・道具）
　　　　　　　　　　　一〇．9
　　　－1．0％
一〇．5％
0．0％
0．5％
1．0％
1 1．1 1．2
東京
愛知周辺 大阪B
近畿臨海
近畿内陸
東京B
東山 東北南部
四国南部 東北北部
九州南部 北海道
北陸西部
山口
富山 新潟 山陽東部 沖縄
四国北部 山陰
福岡 九州北部
福岡B
関東北部 大阪
名古屋B 関東南部
愛知
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タテ：製造品出荷額の地域間構成比の差分《％．ポイント）
ヨコ：1事業所あたり従業者数．〈L／N）の基準値変化率
図3－1　産業用機械（家庭用電気機械）
　　　　　　　　一〇●8　　　　　 0●9　　　　　　1」0
一〇．1％
一〇．5％
0．0％
0．5％
1．0％
図3－2
一1．0％
一〇．5％
0．0％
0．5％
1．0％
1．1 1．2
関東北部 四国北部 大阪
蜊繧a
近畿内陸
結桙a
関東南部
九州北部 新潟
､知
福岡B 東京
R陰
汢ｪ
四国南部
東北北部
繽B南部
富山 山陽東部 北海道
R口
ｫ縄
東山 北陸西部
東北南部
ｼ古屋B
愛知周辺 近畿臨海
産業用機械（電子・通信・計測機器）
　　　一〇．8　　　　　 0．9　　　　　1．0 1．1 1．2
関東南部 東京
大阪
東山 東京B
東北南部 北海道
近畿臨海
北陸西部
福岡
大阪B
四国北部 九州北部 東北北部 富山
山口 九州南部 愛知周辺 山陰
福岡B 山陽東部
四国南部
愛知 新潟 近畿内陸
名古屋B
関東北部
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タテ：製造品出荷額の地域間構成比の差分（％ポイント）
ヨコ：1事業所あたり従業者数（L／N）の基準値変化率
図3－3　鉄鋼系統
　　　　　　　　一Q．8　　　　　0．9　　　　　1．0
一1．0％
一〇．5％
0．0％
0．5％
1．0％
図3－4
一1．0％
一〇．5％
0．0％
0．5％
1．0％
1．1　　　　　1．2
近畿臨海
汢ｪ
福岡B
大阪B
関東南部
k海道
四国南部 東京
R口
九州南部
沖縄 大阪
l国北部
東北南部
V潟
x山
繽B北部
東北北部
､知周辺
k陸西部
R陰
東山
ﾟ畿内陸
関東北部
R陽東部
愛知
東京B 名古屋B
非鉄系統
　　　一〇．8 0．9 1．0 1．1 1．2
東北北部 大阪
結桙a
福岡
汢ｪB
東京
北海道
繽B南部
新潟 富山
R陽東部
関東南部
ﾟ畿内陸
四国南部
繽B北部
R口
東山 愛知
R陰
北陸西部
近畿臨海 東北南部
ｼ古屋B
四国北部 大阪B 関東北部
､知周辺
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タテ：製造品出荷額の地域聞構成比の差分（％ポイント）
ヨコ：1事業所あたり従業者数（L／N｝．．の基準値変化率
図3－5　化学（1）系統
　　　　　　　　一〇．8
一1．0％
一〇．5％
0．0％
0．5％
1．0％
0．9 1．0 1．1 1．2
近畿臨海 山陽東部
蜊繧a
福岡
東山
l国南部
繽B北部
東北北部 東京
R陰
新潟
l国北部
北海道
ﾟ畿内陸
北陸西部． 富山1
繽B南部
汢ｪB
関東北部
､知
､知周辺
沖縄 東北南部
山口 関東南部
ｼ古屋B
大阪
東京B
図3－6　化学（IP系統
　　　　　　　　一〇．8
一1．0％
一〇．5％
0．0％
0．5％
1．0％
0．9 1．G 1．1 1．2
新潟
､知周辺
東京B 関東北部 名古屋B
富山 東北南部
R陽東部
北海道 愛知
四国北部
ｫ縄
蜊繧a
近畿臨海
福岡
R口
関東南部
汢ｪB
東北北部
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タテ：製造品出荷額の地域間構成比の差分（％ポイント）
ヨコ：1事業所あたり従業者数（L／N）の基準値変化率
図3－7　補助材料（材料・添加剤等）（化学製品）
　　　　　　　　一〇．8　　　　　 0．9　　　　　1．0
－1．0％
一〇．5％
0．0％
0．5％
1．0％
図3－8
－1．0％
一〇．5％
0．0％
0．5％
1．0％
1。1　　　　　1．2
山口 福岡B 関東南部
蜊
近畿内陸 愛知
山陽東部
繽B南部
東北北部
k海道
繽B北部
東京 四国南部
福岡
ｫ縄
東山
喧k南部
l国北部
ｼ古屋B
富山
k陸西部
山陰
愛知周辺 東京B 新潟
関東北部 大阪B 近畿臨海
補助材料（工具・道具〉
　　　一〇，8　　　　　0．9 1．0 1．1 1．2
東京
愛知周辺 近畿臨海
近畿内陸 大阪B
東京B
東北北部 東山 四国南部
北海道 東北南部
山口 北陸西部
九州南部
沖縄 山陰 山陽東部 新潟 四国北部
福岡B 富山
福岡
九州北部
関東北部
大阪
関東南部 愛知
名古屋B
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タテ1製遣晶出荷額の地域問構成比の差分（％ポイント）
ヨコ：平成2年製造品出荷額の地域聞構成比（％｝
図4－1　産業用機械（家庭用電気機械）
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福岡
，し州北部
北海道 東北北部
窟山 山隅東部
山Ll
几州南部
沖縄
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産業用機械（電子・通信・計測機器）
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1 大阪 来京
関東南部
東山 東京B
北海道 北睦西部 近畿臨海 東北南部 大阪B
福岡
据山 山陽東部 九州北部 東北北部 福岡B
四国北部 九州南部 愛知周辺
四国南部
山陰
山口
沖縄
新潟 愛知 近畿内陸
名古尾B
関東北部
108
わが国製造業の地域構造調整に関する考察
タテ：製造品出荷額の地域間構成比の差分（％ポイント）
ヨコニ平成2年製造品出荷額の地域間構成比（％）
図4－3　鉄鋼系統
　　　　　　　1．0％　　　　2。0％　　　　　3．0％　　　　4．0％　　　　5．0％
一1．0％
一〇．5％
0．0％
0．5％
1．0％
図4－4
一1．0％
一〇．5％
0．0％
0。5％
1．0％
10．0％　　　30．0％
福岡 近畿臨海
福岡B
大阪B
四国南部 北海道 東京 山口 関東南部
九州南部
東山 東北南部 愛知周辺 大阪
富山 新潟
北陸西部 東北北部
四国北部 近畿内陸
山陰
九州北部
沖縄
関東北部 愛知
山陽東部
名古屋B 東京B
非鉄系統
　　1．0％ 2．0％　　　3，0％ 4．0％ 5．0％　　　　10．0％　　　　30．0％
東北北部 大阪 東京B
福岡 東京
汢ｪB
北海道 新潟 近畿内陸
繽B南部
富山
R陽東部
関東南部
四国南部
R陰
繽B北部
ｫ縄
北陸西部 東山
R口
愛知
東北南部 近畿臨海 名古屋B
愛知周辺
l国北部
関東北部 大阪B
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タテ　製造品出荷額の地域間構成比の差分（％ポイント）
ヨコ　平成2年製造品出荷額の地域聞構成比（％）
図4－5　化学（D系統
　　　　　　　1。0％　　　2．0％　　　3．0％　　　4．0％
一1．G％
一〇．5％
0．0％
0。5％
1．0％
5．O％　　　　1G．0％　　　　30．0％
近畿臨海 大阪B
山陽東部
福岡
東京 近畿内陸 新潟 四国北部
東山
東北北部
北海道
四国南部
山陰
九州北部
沖縄 東北南部 愛知 関東北部 愛知周辺
富山 九州南部 福岡B
北陸西部
大阪 関東南部
山口 名古屋B
東京B
図4－6　化学（ID系統
　　　　　　　1．0％　　　　2陶0％　　　　3．0％　　　　4．0％
一1．0％
一〇。5％
⑪，0％
G．5％
1．0％
5．0％　　　　10．0％　　　　30．0％
新潟 関東北部 東京B
愛知周辺
名古屋B
冨山 山陽東部 東北南部
愛知 北海道
東山 四国北部 大阪B
大阪
近畿内陸
北陸西部
四国南部
山陰
九州北部
九州南部
沖縄
東京 近畿臨海
東北北部 福岡 関東南部
山日 福岡B
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タテ：製造品出荷額の地域間構成比の差分（％ポイント）
ヨコ：平成2年製造品出荷額の地域間構成比（％）
図4－7　補助材料（材料・添加剤等）（化学製品）
　　　　　　　1．0％　　　　　2．0％　　　　　3．0％　　　　　4．⑪％　　　　　5．0％　　　　10．0％　　　　30．0％
　一1．0％
　一〇．5％
0。0％
0．5％
1．0％
図4－8
　－1．0％
　一〇．5％
0．0％
0．5％
1．0％
山口 福岡B 関東南部?
近畿内陸 愛知
北海道
l国南部
繽B北部
九州南部 東北北部 東京
R陽東部
東山
x山
k陸西部
R陰
ｫ縄
四国北部 東北南部 福岡 名古屋B
新潟 愛知周辺 東京B
関東北部 近畿臨海 大阪B
補助材料（工具・道具）
　　1．0％　　　　　2．0％　　　　　3．0％ 4．0％ 5．0％　　　　10．0％　　　　30．0％
東京
近畿内陸 近畿臨海 愛知周辺 東京B
大阪B
四国南部 東北南部 東山
山口 東北北部
九州南部 北海道
北陸西部
四国北部 富山 新潟
山陰 福岡 山陽東部
九州北部 福岡B
沖縄
関東北部 大阪
関東南部
愛知
名古屋B
111
している。
　　1．産業用機械（家庭用電気機械）
　　2．産業用機械（電子・通信・計測機械）
　　3．鉄鋼系統
　　4．非鉄系統
　　5．化学（1）系統
　　6．化学（II）系統
　　7．補助材料（材料・添加剤等）
　　8．補助材料（工具・道具）
　まず図2－1～2－8では，各地域の出荷額構成比の変化と労働生産性
の変化との関係をプロットしている。作図の都合上，図の右下の地域ほ
ど構成比の比重が増して，労働生産性が平均以上に伸びており，左上の
地域はその逆である。理論的には構成比が増加した（減少した）地域は
労働生産性の伸びが大きく（小さく），分布は図の右下から左上にあら
われると予想される。しかし実際には，化学（II）と補助材料（工具・
道具）以外の産業では，1／4から1／3の地域がこのパターンにあては
まらない。たとえば機械関係では東京が生産性を向上させている一方構
成比を下げ，東北北部は構成比は．ヒ回しているものの生産性の伸びが平
均より小さい。ほかに気づくこととしては，家庭用電気機械で九州南
部，沖縄が，電子・通信・計測機械で山陽東部，四国がというように，
ブロックの中で比較的中心から離れた地域が図の右一ドに位置していて，
構成比と労働生産性の伸びが大きい。とくに前者でその傾向が顕著であ
る。またどの産業でも，東北，北陸，四国が図の右下に位置している，
つまりこれらの地域の構成比と労働生産性の伸び率が大きいことに注目
できる。また，補助材料の場合には，材料・添加剤の関東北部，近畿臨
海，一L具・道具の関東南部，愛知というように，比較的各ブロックの中
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心に近い地域で構成比と労働生産性の伸び率が大きい。
　図3－1～3－8は，出荷額構成比の変化と事業所規模の変化との関係
をプロットしている。この場合も規模の経済性を前提とすれば事業所規
模の拡大で生産性があがるから，理論的には分布は図の右下と左上にあ
らわれると予想される。しかし，実際にはどの産業でも1／3から1／2
に近い地域が，それにあてはまらない。たとえば家庭用電気機械，非
鉄，補助材料（材料，添加剤）についていえることであるが，東京，大
阪，関東南部といったブロックの中心地域では事業所規模の拡大率は大
きいが構成比が減少しているし，九州，四国などではその逆パターンと
なっている。また電子・通信・計測機械では東北北部，九州，四国，愛
知など多くの地域で，事業所規模の拡大率は大きくないにもかかわら
ず，生産の構成比が上昇している。・一方，鉄鋼系統では，事業所規模の
拡大率が大きくかつ生産構成比を伸ばした地域が，全体の1／2以上を
占めている。また，非鉄，化学（1），補助材料（工具・道具）では関
東，愛知，大阪のようにブロックの中心にある地域の，事業所規模の拡
大率と生産構成比の伸びが大きい。
　図4－1～4－8は，出荷額構成比の変化と平成2年の出荷額構成比と
の関係である。これらの図をみてまず気がつくことは，現在の出荷額構
成比が大きい地域のうちの一部が構成比を目立って増加させ，別の一部
が目立って減少させているということである。言い換えれば，生産の比
重移動は出荷額構成比の大きい地域から大きい地域への重心のスライド
であると考えられる。おおまかにいえば重心の移動元は東京，関東南
部，大阪，近畿臨海などブロックの中心地域であり，移動先は関東北
部，愛知周辺など中心地域ではないがそこからの距離が比較的小さい周
辺の地域である。ただし産業によっては，たとえば家庭用電気機械や非
鉄の東北南部，化学（II）の東北北部，電子・通信・計測機械や補助材
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料（材料・添加剤等）の新潟のように比較的中心地から離れた地域へも
比重移動が見られている。また補助材料（工具・道具）の場合，比重移
動が近畿，愛知周辺などの外延部から，大阪，愛知などの中心部へとお
こっており，他産業の比重移動とはパターンが逆である。
　以上生産の比重移動を簡単に追ってみると，移動パターンは産業ごと
に特徴を持っていることがわかる。そこでつぎに産業特性と比重移動の
パターンの関係を，各産業の尾崎型生産関数のパラメタをみることによ
って検：引する。ここでは前述の生産関数を第k産業ごとに，都道府県
ごとの平均的な1事業所あたり従業者数恥と出荷額拓の値を標本とし
て，次の単純回帰式で計測した。
　　♂η傷＝1π∂々＋β々1雛配＋臨ゴ　ゴ＝都道府県
　　　　　　　　ただし・ら・旧臣婦舟
　計測結果は表7のとおりである。
　まず，回帰のあてはまり具合を表7の決定係数でみると，家庭用電気
機械，その他の最終工業生産物，織物系統でとくにあてはまりが悪い。
労働集約的な在来産業に分類されるその他の最終工業生産物，織物系統
に関するこの結果は過去の研究と同じであるが，資本集約的機械産業に
分類される家庭用電気機械でこのような結果となったことはやや意外で
ある。この産業はプロダクトサイクル仮説に従えば，成熟の局面以降に
あると思われるが，そのこととこの計測結果にどのような関係があるか
は今後の研究課題である。また，プロダクトサイクル仮説では技術開発
段階に近いとみなされる電子・通信・計測機械でも，他の機械産業に比
べると決定係数がやや低めであり，このことについても今後検討が必要
であろう。
　労働投入に関する規模の経済性の指標であるβ々の値をみてみる。β、
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　部門名
20建設用資材
30民生用機器
41産業用機械（輸送用機械）
42産業用機械（自動車）
43産業用機械（一般産業機械）
44産業用機械（一般産業装置）
45産業用機械（一般機械部品）
46産業用機械（家庭用電気機械）
47産業用機械（電子・通信。計測機器）
48産業用機械〔電気器具）
50その他の機械
60その他の最終工業生産物
70鉄鋼系統
80非鉄系統
90食料系統
100土石製品および石綿製品
110織物系統
120紡綾糸系統
130製革・毛皮
140原木系統
150インキ・染料および塗料系統
160化学（．D系統
170化学（ID系統
180化学αID系統
240動植物性原油
260窯業原料系統
310砂糖原科系統
330燃料系統
340医薬品
351補助材料（容器・包装材科等）
352補助材料（部品等｝
353補助材科（口細・添加剤等）
354補助材料（工具・道具）
355補助材料（雑品）
356補助材料（出版・印刷）
　　合計
?????????????????????標
表7　尾崎型生産関数計測結果
　　　　　　1nl＝lnα＋βlnx
　　　　平成2年????????????????…?????????????←????????????????????????????????? ??? ，?? ?。??????????? 。 ????? 。 ? ?????????。 ???標 ? ??????? 。 ← ???????????昭和60年 ????? 。 ? 。 ?。 。??? ???? ?
?????????????
の値が1よりも小さい産業ほど，労働投入に関して規模の経済性がよく
働くということができる。すると，機械産業のなかの一般機械関係，食
料系統，原燃料関係，補助材料のなかの工具・道具で規模の経済性がよ
くはたらいている。このうち工具・道具は補助材料関係の産業の中で，
ブロック内の外延部から中心部への比重移動が起こっていた産業であ
る。また一般産業機械は，比重移動と現時点の出荷額構成比が正の相関
を示しており，機械関係の産業のなかでは独特の特徴を持っている。
　なおここでの計測によると，鉄鋼のような代表的装置産業よりは，食
料や原料，補助材料といった産業でβ々の値が小さく，規模の経済性が
よく働くという結果である。これは過去の計測と必ずしも一致していな
い。このちがいは過去の研究が個票の事業所を標本として産業の技術的
特性を計測したのに対し，ここでは都道府県の事業所平均値を標本とし
て各産業の地域分布特性を計測したという違いで解釈できる。おそらく
二つの計測値は相互に関係していると思われるので，この点について今
後，より詳細なデータに基づいて検討を加えていきたいと考えている。
5　おわりに
　本研究ではまずはじめに，産業構造には技術的な部門問の相互依存関
係に基づいて，ブロック性と三角性という性質が存在すること，さらに
全体の産業構造はいくつかの部分に分割可能であること，そのように分
割された1部分が通常のclusterとかilldustrial　complex等の概念に相
当すること，を分析の基礎として確認した。その上で，工業統計表の平
成2年の状況や，昭和60年から平成2年にかけての生産の比重移動につ
いて観察した。その結果，各産業ごとにそれぞれ独自の要因で生産拠点
を移動させていること，地域間では中心部から外延部への比重の移動，
あるいは製造業の地域的分散化が生じていること，などがわかった。さ
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らに，比重移動はいったいどのような要因で引き起こされるのかをしら
べるために，利用可能なデータを用いて，比重移動と労働生産性，事業
所規模，集積効果との関係を分析した。その結果，これらの要因は生産
の比重移動に影響を強く与えるケースとあまり影響を与えないケースと
があることがわかった。これはいいかえれば，産業の比重移動はここで
取り上げた3つの要因以外の因子にも強く影響されて決まるということ
である。そこで今後産業構造と地域構造の関係について，その変化のメ
カニズムをさらに詳しく調べることが必要であるが，それらの研究の方
向性としては以下のような展開が考えられる。
　　1．財の移動をとらえた地域間産業連関分析（1996年11月公表予
　　　　定）につなげること。
　　2．個票にさかのぼって集計したデータを用いて，職種別賃金格
　　　　差，地域別用地・用水の利用状況など，地域構造に影響を与え
　　　　ると考えられるさまざまな因子について検討をひろげること。
　　3．さらに，よく距離因子が地域構造に影響を与えるといわれる
　　　　が，距離因子とはなにか，それがどのような効果を持っている
　　　　かを検討すること。おそらく距離因子には物理的距離のほか
　　　　に，交通網の整備，制度的背景などからもたらされる経済的距
　　　　離も含まれるであろう。
　　4．情報ネットワークの整備や情報産業が，産業と地域構造に与え
　　　　る影響について検討すること。
　　5．より詳細な分類によるデータを用いて，本論ではとらえきれて
　　　　いない地域的economies　of　scope（範囲の経済性）の効果を
　　　　分析すること。これは，よく地域特化というとき，ある地域は
　　　　少数の品目に生産をしぼりこんで生産性をあげることが議論さ
　　　　れるが，そのこととの対比で興味深い分析視点である。
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以上のように分析の視野を拡大させていくことが望まれるが，それに
はまず必要な統計データの拡充を行っていくことが重要と思われる。今
後拡充されたデー．タ体系の下で，本研究の内容をさらに深めていくこと
を計画中である。
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